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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、多国籍企業の就労現場で関係者が実践するコミュニケーションの
方法を明らかにすることであった。そのため、国内外の複数の多国籍企業を対象とし、経営学と言語学とを合わ
せたアプローチにもとづく研究を行った。本研究により、日本企業における「ブリッジ人材」の役割の重要性が
明らかになった。
　ブリッジ人材は、日本文化や企業組織の理念に深い理解を示している。企業がブリッジ人材を効果的に配置す
ることにより、本社と海外拠点の物理的距離や価値観の違いを克服しやすくなると言える。また、個々のチーム
内の多国籍人材間の情報授受の方法が最適化されることにより、人材管理がより一層円滑化されるものと期待で
きる。

研究成果の概要（英文）：This study was designed for revealing how international employees interact 
with each other in Japanese companies. With this purpose in mind, several forms of surveys were 
conducted targeting the headquarters of Japanese companies and branch offices of Japanese companies 
in foreign countries. Applying the dual perspective of management and linguistics, the study 
revealed the importance of the role of “bridge individuals (BI).”
BIs have high proficiency of Japanese language and a deep understanding of its culture. The study 
indicated that hiring BIs can help Japanese companies to cope with the problems caused by the 
geographical distance and discrepancies in individual understanding. Also, the study discussed that 
the BIs would play an important role when the multinational team members try to optimize different 
views regarding their projects. This study suggests that Japanese companies can manage their 
employees easier and better, by hiring and training specific employees as BIs.

研究分野： 国際経営
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本企業の経営が外的・内的にグローバル
化するにつれて多国籍人材の雇用が進んで
おり、多言語使用や異文化理解など企業内で
のコミュニケーションの方法が多様化して
いる。これにより、企業内の言語管理やコミ
ュニケーションの管理が日本企業本社や海
外拠点における円滑な人材管理のための重
要な要素となっている。そのため、グローバ
ル化する日本企業内で多国籍出身の人材が
行うコミュニケーションのメカニズムを明
らかにすることは、円滑なコミュニケーショ
ン管理について示唆を得る上で有意義であ
ると言える。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、多国籍企業の就労現場に
おいて関係者が実践するコミュニケーショ
ンの方法を明らかにすることであった。その
ため、国内外の複数の多国籍企業を対象とし、
経営学と言語学とを合わせたアプローチに
もとづく研究を行った。このような研究プロ
セスにより、企業の多国籍出身の従業員間で
の理想的なコミュニケーションの方法につ
いて提言することを目指した。 
 本研究ではとりわけ、コミュニケーション
を通して、(1)経営トップが求める人材像が
下位レベルの従業員へ浸透するプロセス、
(2)経営トップが望む人材像や期待される役
割について従業員間で共有される際のプロ
セスに焦点を当てた。このような研究により、
国際人的資源管理の観点から、多国籍人材の
パフォーマンスを高めるための情報授受モ
デルの構築を目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、(1)研究枠組みの構築、(2)日
本人を含む多国籍出身の従業員に対するア
ンケート調査、(3)多国籍出身の従業員に対
するインタビュー調査、(4)多国籍出身者で
構成されるチームの就業現場での参与観察、
の４つのカテゴリーで研究を推進した。 
 
(1)研究枠組みの構築 
 研究の枠組みを構築するにあたり、経営学
と言語学双方の視点から先行研究を収集し、
レビューを行った。たとえば、経営学の分野
からは、国際経営、国際人的資源管理、異文
化間マネジメント、ナレッジ・トランスファ
ーなどの文献を参照した。言語学の分野から
は、異文化チームにおける言語使用、グロー
バル人材やブリッジ人材のコミュニケーシ
ョン上の役割、外国人と日本人の談話の分析
などに関連する文献を参照した。 
 
(2)アンケート調査 
 アンケート調査では、関西圏で製造業を行
う企業から協力を得ることができ、本社へ出
向してきた海外拠点の外国人従業員と彼ら
を管理する日本人上司を対象としたアンケ

ート調査を実施した。上司の回答も同時に収
集することにより、外国人従業員の働きぶり
に関して本人の回答の整合性を確認できる
ようにした。 
 
(3)インタビュー調査 
 インタビューは、製造を行う日本企業のタ
イ支社で就業するタイ人従業員や、日本のソ
フトウェア開発企業のスリランカ支社に就
業するスリランカ人従業員、さらには、高度
人材として日本国内の多国籍製造企業で雇
用されている外国人従業員に対して実施し
た。日本国内外で就業する外国人従業員を対
象として調査を実施することにより、外国人
従業員の視点から見た外国人従業員と日本
人従業員との間のコミュニケーションにつ
いて、多角的に分析することができた。 
 
(4)参与観察 
 参与観察は、インタビュー調査の協力を得
た企業の中からさらに観察の許可を得た企
業において実施した。具体的には、就業時間
中にオフィスを訪ね、協働して開発プロジェ
クトを推進する外国人従業員と日本人従業
員がコミュニケーションを行う場面に立ち
合った。これにより、チーム内でプロジェク
トに関わる重要な情報授受を行う際の個々
の外国人従業員のコミュニケーション上の
役割を観察した。 
 
４．研究成果 
 以下では、「研究の目的」で示した２つの
研究目的に関して、目的ごとに研究の成果を
示す。 
 
(1) 経営トップの人材像の浸透プロセス 
 本研究では、企業経営者が有する従業員の
理想像が下位レベルの従業員へどのように
浸透するかについて調べるため、日本人上司
と部下の外国人従業員との間のインタラク
ションについてのケーススタディを行った。 
 その結果、日本企業の経営者の理念はまず、
日本人従業員へ十分浸透した後に、個々の日
本人従業員が外国人の部下を持った際に浸
透させていくプロセスを経ることが明らか
となった。そのため第１の段階として、日本
人同士で上司と部下の間の人間関係を強固
にし、相互に理念の共有が図られる。続いて
第２の段階として、就業現場で外国人の部下
を監督する責任を付与された日本人上司が、
部下の外国人従業員との間で人間関係を強
固にしつつ、企業理念を共有していく。 
 本研究で対象とした日本企業においては、
日本人上司から外国人部下への企業理念の
浸透の際、基本的には日本人上司から日本人
上司に対する場合と同様のアプローチで理
念の共有が試みられていた。たとえば、公式
的な方法として、本社が提供する日本人向け
のオリエンテーションや研修、ワークショッ
プ等の内容を英語等の他言語へ翻訳した上



で、外国人従業員に当該プログラムへの参加
を義務付け、企業理念について継続的な教育
が行われていた。また、就業時間外における
食事会や飲み会などの機会を通して、日本人
の同僚や上司と外国人従業員がインタラク
ションを持てる場を積極的に設け、非公式的
な方法でも理念浸透のための取り組みがな
されていた。 
 外国人従業員によるアンケートの回答か
らは、日本企業の本社が提供する理念浸透の
ためのさまざまな取り組みに対して違和感
を述べる者も含まれていた。このような外国
人従業員が効果的に本社の理念を理解する
上で、上司の日本人従業員が重要な役割を果
たしていた。たとえば、本社が提供するプロ
グラムの意義を見いだせるよう公式・非公式
に外国人部下を継続的に世話しており、日本
人上司からのこのような世話を好意的にみ
なす外国人従業員が多く見られた。このよう
に、就業現場を監督する日本人上司が橋渡し
の役割を果たし、外国人部下との間で構築さ
れた良好な人間関係にもとづいて、経営者の
持つ企業理念が外国人従業員へと浸透・共有
されていることが分かった。 
 
(2) 従業員間での人材像の共有プロセス 
 本研究では、(1)で示したように日本人上
司が外国人部下を教育することにより企業
人の理想像が浸透しいくプロセスの他に、日
本企業に雇用されている外国人従業員が他
の外国人従業員の企業理念の理解を助ける
ケースも観察された。 
 
① インタビュー調査の結果 
 インタビュー調査は、製造業を営む日本企
業のタイ支社に就業する複数名のタイ人従
業員と、ソフトウェア開発を行う日本企業の
本社に就業するスリランカ人従業員および
同企業のスリランカ支社に就業するスリラ
ンカ人従業員に対して実施した。また、関
東・関西の複数の日本企業において、本社に
雇用されている複数の外国人高度人材に対
しても実施した。 
 その結果、外国人従業員の中にも、企業が
示す理想的な人材像に関して他の外国人従
業員の理解を促す役割を果たす者がいるこ
とが明らかになった。たとえば、日本国内の
本社に就業している外国人従業員の場合、日
本滞在経験が他の外国人従業員よりも長い
者が、滞在期間中に培った日本文化に関する
深い理解にもとづいて、日本文化に慣れない
外国人の同僚を教える場合が少なくないこ
とが分かった。この場合、日本滞在経験が浅
い者も高い日本語運用能力を有している場
合があり、日本人の同僚や上司との間のコミ
ュニケーションそのものには特段の問題が
ないものの、日本文化と自国文化との違い、
働き方や仕事への価値観の違いにより問題
が生じている場合が多かった。そのため本研
究では、企業や部署、チーム内での共通言語

に問題がない場合も、企業文化に関する理解
に乖離がある場合は問題が生じ得ることを
指摘した。 
 いっぽう、タイやスリランカの日本企業支
社における従業員が日本人と協働して仕事
を行う場合、円滑にプロジェクト等を推進す
るため、日本語能力の堪能な従業員が雇用さ
れており、日本人とタイ人、スリランカ人の
間のコミュニケーションのサポートを行っ
ていた。これら「翻訳者」たちは、プロジェ
クトに必要な技術を有していない場合が多
く、コミュニケーションの仲介を行う両者の
間で逐語的に翻訳・通訳を行うよう期待され
がちである。しかしながら、本研究でインタ
ビューを行った「翻訳者」たちは、逐語的な
翻訳・通訳業務に加えて、プロジェクトがよ
り一層能率的また円滑に推進されるよう、言
語媒介以外の役割も果たしていた。 
 たいていの「翻訳者」たちはそれぞれの会
社に雇用される以前に高等教育等で日本語
を専攻しており、日本語運用能力以外に日本
の伝統文化や価値観、行動規範などについて
深い理解を得ている。自分たちの価値基準と
は異なる場合でも、日本文化の意義について
理解を得ている者も多い。そのため、そのよ
うな「翻訳者」たちが、日本に関する知識や
情報に乏しい他の現地人従業員に対し日本
の企業文化の価値や意義について教える役
割を果たしていた。また、日本の企業文化に
慣れない現地人の同僚を励ましつつ、日本人
の同僚に対してもプロジェクトの推進方法
を調整するよう交渉することにより、両者が
より一層互いを尊重し合い、最適化された方
法でプロジェクトを完遂できるようサポー
トしていた。 
 そのため本研究では、これら「翻訳者」た
ちを、厳密性の高い逐語訳を行う狭義の意味
での翻訳家と区別して考察を行うため、「ブ
リッジ人材」として定義した。ブリッジ人材
とは、高度な媒介言語運用能力を有し、言語
面や文化面などさまざまな方向から異文化
出身の同僚間の橋渡しを行う高度人材を指
す。この定義にもとづいて、本研究では、多
国籍企業や異文化出身者で構成されるチー
ムにおいて求められるブリッジ人材の資質
や役割、さらには、それらを効果的に果たす
方法などについて考察を行った。 
 
② 参与観察の結果 
 参与観察は、インタビュー調査を行った日
本国内外の企業のうち、スリランカの企業か
ら許可を得て実施した。観察に際しては、研
究者がスリランカ支社のオフィスを訪ね、日
本人と協働してソフトウェアの開発に携わ
るスリランカ人エンジニア、および日本人と
のコミュニケーションの窓口となるスリラ
ンカ人ブリッジ人材が協働して就業する様
子を観察した。  
 参与観察の結果、スリランカ人エンジニア
たちが日本人エンジニアたちと協働する上



で困難に直面した際、スリランカ人ブリッジ
人材がどのように彼らを励ますかについて
具体的な観察ができた。たとえば、スリラン
カ人エンジニアらのプロジェクト推進方法
と日本人の推進方法が異なるためにスリラ
ンカ人エンジニアたちが戸惑い、作業が中断
してしまった場合には、スリランカ人ブリッ
ジ材たちはエンジニアたちに共感し気持ち
を共有した上で、日本人の仕事の仕方やその
意義について丁寧に説明した。このようにし
てチームメンバーであるスリランカ人エン
ジニアを鼓舞する役割を果たしていた。また、
必要な場合は日本人側にも改善または調整
のための的確な依頼をすることにより、スリ
ランカ人と日本人への双方向の働きかけを
行っていた。 
 
③ 結果の総合的考察 
 本研究を通して、日本国内の多国籍企業に
就業する日本人および外国人従業員、また海
外拠点に就業する現地従業員に対する多方
向の調査を行うことにより、次の点が明らか
となった。すなわち、企業の経営トップが従
業員に求める理想的な人材像の浸透は、(1)
現場を監督する日本人上司が仲介役となっ
て直属の外国人部下、(2)日本文化に関する
深い理解を持つ外国人従業員から他の外国
人従業員、というプロセスを経ることが分か
った。また、企業理念の浸透を活性化させる
上で、日本人上司と外国人部下との間の良好
な人間関係が重要な要因であることも分か
った。さらに、理念の浸透が円滑に行われる
かどうかは、相手方の外国人従業員の日本語
運用能力の高低に依存してわけではなく、日
本の企業文化を実践する際の意義に関する
当該外国人従業員の理解の度合いに大きく
関係していることも分かった。 
 海外進出を目指す日本企業が増加する中、
企業ににおける外国人の雇用は今後もます
ます加速するものと予想される。そのため、
就業現場を監督する日本人従業員だけが外
国人従業員への理念教育を担うのには限界
があると考えられる。そのような場合、日本
文化や企業組織の理念に精通しており、深い
理解を示す外国人従業員をブリッジ人材と
して活用することにより、彼らに理念浸透の
経路となってもらうことができる。これによ
り、日本企業における外国人従業員の雇用が
さらに活性化するものと期待できる。 
 また、世界中の支社や事業所を含む日本企
業全体としての協働やコミュニケーション
の向上においても、異言語を話すオフィス間
や部署、チーム間の各所に情報授受の窓口と
してブリッジ人材を効果的に配置すること
により、両者の物理的距離や時差、文化や価
値観のギャップを克服しつつプロジェクト
の推進方法を最適化していくことが可能に
なる。これにより、日本企業の多国籍人材の
管理がより一層円滑化されるものと期待で
きる。 
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